
民経済的対策が必要となろう。とくに物価上昇が主

として低生産部門の中小企業における人件費の増大

のみならず，大企業間における独占価格の設定に原

因があることが指摘されてきた。だが，前述したよ

うに独占価格の設定ばかりなく，独占的過当競争に

消費者が犠牲にされているメカニズムを正しくみぬ

くべきであろう。

円（14.0％）を大きく抜き、3.3倍を占めている。

（表1-3-14）これは本市において製造業の地位が大

きいことをしめすものである。全国的にみたばあ

い，全国（国民所得）では，製造業が30.5％となっ

ており，横浜市の製造業が産業のなかで占める位置

は全国水準をはるかに上回っている。この点から横

浜市の工業化は39年の「市民生活白書」で分析した

時点より進んでいるということができる。

いま重化学工業化率をみると，昭和36～39年に毎年

着実な伸びをしめしている。それを出荷額でみる

と，毎年100億円以上であった産業は，輸送用機械

製造業を筆頭に若干の順位の移動がみられたが，電
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④一一―横浜の工業

＜製造業の比重が大きい＞ 昭和38年の横浜

市の比重は，同年の生産所得総額4,881億円のうち

2,235億円で（45.8％）,全休の半分近くを占めてお

り、2位である第３次産業の卸売・小売業の685億

■表1-3-15　産業別出荷額等



■表1－3－16　市内事業所の歴年比較

気機械器具，機械業，鉄鋼業,化学工業，石油，石

炭製品，金属，非鉄金属など重化学工業であり，他

に肩をならべたものは窯業，食料品，ゴム製品など

である(表1-3-15)。したがって横浜市の工業構成

は，ここ数年間，一貫して重化学工業が70～80％を

占め，高度成長政策の軸である重化学工業の発展

が，横浜市のばあいみごとに貫徹しているというこ

とができる。

＜中小事業所が98％＞　　　　さらに製造柴を営む

事業所についてみると,昭和35年の総数を100の指数

であらわしたばあい、36年，37年と増加し，38年に

は119.2と急増をしめしたのにたいして、39年には

118.0,40年には117.1と減少している(表1-3-16)。

また299人以下の事業所が圧倒的に多く，昭和35年

で全体の98.4％をしめし，昭和40年にも98.1％をし

めしている(表１ー3-17)。つまり，中小事業所が圧倒

的に多い。これにたいして300人以上の従業者の事

業所は1.6％(昭和35年)，1.9％(昭和40年)とき

わめて少ない。

産業別に事業所数の構成をみると，衣服は35年には

661であったのが38年には742でトップをしめし，39

年には39事業所，40年にはさらに32事業所の減少を

みせたが，依然としてトップに位し，全体の12.8％

をしめしている。その他食料品製造業が633事業所

で12.1％,金属製品製造業が582事業所で11.1％,

機械製造業が556事業所で10.6％の順に前年同様高

い比重をしめ，事業所数からみた本市製造業の中核

である。また昭和39年とくらべて増加をしめした産

業は，つぎのようになる。すなわち電気機械器具製

造業（8.4％）,機械製造業（7.5％）,ゴム製品製造

業（6.3％）,輪送用機機器具製造業（6.0％）,窯業

・土石製品製造業（4.6％）,出版・印刷，同関連産
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■表1-3－17　規模別事業所数



業（4.5％）,金属製品製造業（2.6％）,精密機械製

造業（1.4％）,石油製品，石炭製品製造業（0.8％）の

９産業である。一方皮革，同製品製造業（24.3％）,

木材，木製品製造業（9.0％）、パルプ，紙，紙加工

品製造業（7.8％）の順に減少している。これは不

況期にあって合理化，企業整備を推進した結果によ

るものと考えられる。

なお39年の工業統計速報によると、30人以上の事業

所数は、6大都市中４番目に位置する。

従業者数についても同じであり，生産額においては

３番目に位置する。本市のばあいは大事業所がかな

り多いことがわかる。

＜地域別事業所数では南区がトップ＞　　　　つぎ

に地域別に事業所の構成について40年の傾向をみる

と，消費財工業部門の多い南区の1,350事業所がト

ップを占め，全体の25.7％,ついで鶴見区の17.1％,

神奈川区10.8％,西区8.6%であり，依然として既

成臨海工業地域が上位を占め，全事業所の62.2％が

この四つの区に集中している（表1-3-19）。また39

年と比較してみると、40年で伸びをしめしたのは港

北区の62事業所増と，戸塚区の32事業所増の内陸地

域のみである。

出荷額では鶴見区がトップである。40年の地域別出

荷額をみると，大企業を中心とする既成臨海工業地

帯の鶴見，神奈川の両区では，前者が3,840億円，

後者が2,387億円，両区を合計すると，それは市全

区域の出荷額の59.0％を占める。つぎが戸塚区11.7

％、磯子区6.6％,港北区6.4％,西区5.9％,保土

ヶ谷区4.1％の順とたっている。ここで特徴的なこ

とは,39年と比較して磯子区が58.8％という高い伸
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■表1－3－18　産業別事業所数

■表1－3－19 地域別事業所数
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び率をしめしたことで，これは磯子区における大臨

海工業地帯の形成によるものと考えられる。また内

陸工業地域といわれる戸塚区3.6％,港北区12.１%,

が目立っている。他方鶴見区の伸びは1.２％のみで

あり，逆に神奈川区は11.0％の減少，ついで中区

14.2％,保土ヶ谷区4.2％,金沢区0.3％と４つの地

区が減少している。

こうして横浜市の製造工業の現状を地域別にみる

と，大企業中心の臨海工業地域の比重は依然として

高いが，一方内陸工業地域における工業出荷額の伸

びがはげしいこと，さらに磯子区の埋立てによる大

臨海工業地帯の伸びも大きくなりつつあることが特

徴的である。こうした工業の発展にもとづく人口

増，交通量の増大，住宅問題，公害問題，福祉施設

への対策が総合的になされなければならないであろ

う。

＜大工場に働く従業者が多い＞ さきにみた

ように中小規模事業数は，構成比においては高かっ

たが，従業者構成比は小さい。200人以上の従業者

■表1－3－20　地域別従巣者数

数は，40年には全体の事業所従業者数の58.7％を占

めている。500人以上の従業者数は，全体の45.2％

をしめしている。したがって大工場に働く従業者数

は多いが、500人以上の事業所は構成比では1.2％で

あり，市内の製造業は大企業中心に動いていること

がわかる。

規模別に従業者数を39年に比較してみると、500人

～999人の規模が21.7％増と最高の伸びを占め，つ

いで、200～299人が7.1％、19人以下が3.9％増とた

っている。また1,000人以上の規模は1.5％減少して

いる。

鶴見区，神奈川区は依然として工業従業者が多い。

　（表1-3-20）地域別に従業者の分布状況をみると，

大規模事業所の多い鶴見区が27.1％を占め，ついで

神奈川区13.1%,戸塚区15.1％,港北区11.4％とた

っており，これらの地域で全体の67.3％を占めてい

る。つぎに39年との増減比率をみると，磯子区の

27.6％を筆頭に，戸塚区4.9％,港北区3.7％の順と

なり，その他の区においては減少をしめしている。

＜付加価値は減少＞ 産業別に付加価値を生

産額の大きな産業について39年と40年を比較する

と，最高の生産額をあげた輸送用機械器具製造業が

45.4％の減少をみ，ついで電気機械器具製造業36.4

％減，機械製造業13.4％増，食料品製造業27.1％増，

鉄鋼業7.9％減，化学工業11.4％減となっている。39

年と比較して高い増加率をしめしたものはゴム製品

製造業で5.7倍と最高の伸びをしめし，ついで非鉄

金属製品業(86.9％),精密機械製造業(83.4％),

その他の製造業(34.6％),衣服等製造業(27.4％),

食料品製造業(27.1％),機械製造業(13.4％),出
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版・印刷，同関連産業(3.2％),維維工業(1.1％),

と20業種のうち半数の９産業が伸びをしめしたが，

その反面，皮革，同製品製造業53.5％,輸送機械器

具製造業45.4％と大幅に減少し，窯業，土石製品製

造業(36. 8％),電気機械器具製造業(36.4%),石

油製品，石炭製品製造業(16.4％)などがそれぞれ

減少しでいる。

もともと付加価値とは，生産額から生産に使用した

原材料，燃料，動力などの生産の過程で消費する他

企業から購入した物資やエネルギーの代金をさし引

いた残額であり，その企業で新しく付け加えた価値

のことをいう。とくにこれまで目立った傾向は，昭

和34～36年の高度成長期の最盛期には300人以上の

従業員を有する重化学工業部門において付加価値が

増大したが，その後の不況期に入っても重化学工業

製品の付加価値はそれほど減少していないことであ

る。昭和40年の日銀調査によると，企業収益の点で，

付加価値構成中の金融費用，減価償却が増大してい

るか，これは端的にいって借金によって設備投資を

おこない，その利子が過大になった点で，企業の収

益率が低下したのであって，直接労働者の賃金値上

げ要求とはなんら関係ないことをしめしている。

地域別に付加価値額をみると、39年では磯子が65.4

と高い増加率をしめし,戸塚区47.4％,金沢区37.8％

％，保土ヶ谷区29.4％,港北区8.0％の順に５つの

地域が伸びをしめした。低下した地域は西区36.2%,

神奈川区17.4％,中区14.3％の順になっている。

こうしてみると磯子の臨海工業地域および内陸工業

地域において付加価値が高いということができる。

日銀調査では付加価値構成に占める人件費率は40％

で横ばい状態であるけれども，ここでみるかぎり企

業の利潤がいかに大きいかが推察される。

＜労働生産性は伸びる＞　　　　生産性とは，原材

料・労働・機械などの１単位当りによって生産され

る物の割合のことである。したがって労働１単位当

たりの生産量を労働生産性といっている。だがこれ

だけでは正確な測定はできない。いちおう生産性＝

年間生産額／年間平均常用労働者数としておこう。

■表1－3－21　製造業における規模別労働生産性および賃金の格差　　39年
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昭和39年の全産業の年間１人当たりの生産性は521

万円で、38年の498万円に比較して4.6％（23万円）

の伸びをしめした。産業別にみる）と，38年同様，石

油，石炭製品製造業72,714万円が最も多く，ついで

食料品，化学工業，鉄鋼業，窯業土石製品製造業，

輸送用機械器具，非鉄金属業となっている。その他

の産業は全産業平均を下回っている。

ここで特徴的な点は,本市工業の二重構造が存在し，

平均賃金構造労働生産性格差が目立っている。39年

の１人当り労働生産性の規模別格差をみると，1O人

から499人までの規模で、33.6～58.6の指標をしめ

しているのにたいし、500人～1,000人以上の規模で

は89.7～100である（表1-3-21）。また１人当りの年

間平均賃金は、10人～499人までの規模で42万798円

から44万9,478円であるのにたいし500人以上では

49万8,397円～55万4,695円となっている。これは，

中小製造業と巨大製造業の賃金格差が依然として存

在していることをしめすものである。

以上横浜市工業の変貌過程を検討したのであるが。

結論的にいえることは，横浜市の工業の主導力は大

資本であり，これにたいし多数の中小資本が並存な

いし従属した形で存在し，ますますその傾向をつよ

めている。

■表1－3－22　最近10年間の業態別商店数、従業者数および年間販売額
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